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要旨：本研究は，海洋環境下にある RC 構造物を対象に，地震ハザードと塩害環境ハザードの両者を同時に

考慮して，ライフタイムにわたる耐震信頼性を評価する枠組みを提示するものである。異なる地震危険度お

よび塩害環境にある複数の地点を対象として，提案手法に基づく単柱式 RC 橋脚のライフタイムにわたる耐

震信頼性評価例も併せて示している。検討の結果，地震ハザードと塩害環境ハザードの両者が RC 橋脚の耐

震信頼性の経時変化特性に大きな影響を与えること，地震危険度が低い地域であっても，厳しい塩害環境下

では RC 橋脚の耐荷力とじん性の低下が大きくなり，結果として耐震信頼性は顕著に減少することを示した。 
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1. はじめに 

 構造物の設計は，その建設後に構造物に作用する荷重

や環境の影響の予測に伴う非常に大きな不確定性存在

下での意思決定問題と言える 1)。また，特に厳しい環境

作用下では，材料劣化に伴う構造性能の低下を考慮する

必要があるが，材料劣化の進展予測や，材料劣化が生じ

た部材の構造性能評価のいずれにも，大きな不確定性の

介在は避けられない。構造物のライフタイムにわたる安

全性を確保するためには，こうした各種不確定性を適切

に処理する必要があり，信頼性理論の適用はその有効な

対処法の一つである 2)。 

近年，材料劣化が生じた RC 構造物が地震荷重を受け

る場合の構造信頼性(耐震信頼性)評価に関する研究が

精力的に行われている。特徴は，前記の不確定性を信頼

性理論により処理することで，建設直後の構造物が有す

る耐震信頼性と，材料劣化が生じた場合のそれとが年損

傷確率の大きさにより比較されている点である 3)-7)。し

かし，参考文献 3)～7)のいずれの研究も，ある鉄筋腐食

量が生じたとの条件下で算定された条件付年損傷確率

となっており，さらに，鉄筋腐食の影響は鉄筋の断面減

少としてのみモデル化されている。腐食量に応じて鉄筋

断面積を減少させ，各種設計基準などで示される耐震解

析手法を用いても，鉄筋腐食に伴う RC 部材のじん性の

低下は表現できないことが既往の実験的研究から指摘

されている 8)。これに対して，著者らは，既往の実験事

実に基づいて，鉄筋質量減少率が 20%までの範囲であれ

ば，1) 現行の耐震基準で設計された橋脚は，十分な帯鉄

筋量を有するため，鉄筋腐食が生じても，破壊モードは

曲げ破壊型からせん断破壊型に移行しない，2) 軸方向鉄

筋の座屈発生前に，軸方向鉄筋および帯鉄筋の破断は生

じない，3) 鉄筋腐食の空間的不均一分布は考慮しない，

などの仮定を設け，鉄筋腐食に伴うじん性の低下を考慮

できる耐震解析モデルを構築した 9)。その上で，耐震性

能評価に介在する各種不確定性を踏まえ，鉄筋腐食がRC

橋脚の耐震信頼性の減少に及ぼす影響を定量的に明ら

かにした。しかし，参考文献 9)も，既往の参考文献 3)

～7)と同じく，ある鉄筋腐食量が生じたとの仮定の下で

の耐震信頼性評価となっており，その鉄筋腐食量の発生

確率や，耐震信頼性の供用年数に対する経時変化，すな

わちライフタイムにわたる耐震信頼性評価は実現でき

ていない。 

 本研究では，まず，参考文献 9)で提示した，鉄筋腐食

が生じた RC 橋脚の耐震信頼性評価法の高度化を図る。

具体的には，参考文献 9)の手法に，塩害環境ハザードを

考慮した任意の鉄筋質量減少率に到達する確率を評価

する，時系列の鉄筋腐食進展評価法を組み合わせる。こ

れにより，海洋環境下にある RC 構造物を対象として，

地震ハザードと塩害環境ハザードの両者を同時に考慮

した，RC 構造物のライフタイムにわたる耐震信頼性評

価が実現される。また，提案手法の適用例として，塩害

環境や地震危険度が異なる，複数の地点にある単柱式RC

橋脚の耐震信頼性評価を実施し，荷重・環境作用の違い

が RC 橋脚のライフタイムにわたる耐震信頼性に及ぼす

影響などを検討する。 

 

2. RC 構造物のライフタイムにわたる耐震信頼性評価法 

2.1 概説 

鉄筋腐食の影響を考慮しない場合，地震により RC 構

造物に生じる最大応答変位がその終局変位を超える 1 年

当たりの確率(年損傷確率)は，供用年数に関わらず一定
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であり，式(1)により評価できる。 
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ここに，は地震動強度，p1は地震動強度の年超過確率，

DはRC部材の最大応答変位，CはRC部材の終局変位である。 

一方で，鉄筋腐食の影響を考慮する場合には，任意の

供用年数 t i 年における鉄筋質量減少率の確率分布を考慮

して，次のように年損傷確率 pfa ( t i )が評価される。 
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ここに，cw は鉄筋質量減少率，f は鉄筋質量減少率の確

率密度関数，pfa,c(cw)は鉄筋質量減少率が cw の条件下での

RC 構造物の条件付年損傷確率である。式(3)は，特定の

鉄筋質量減少率に対応する鉄筋腐食が生じた条件下で

の条件付年損傷確率の算定式であり，式(3)で算定される

確率が参考文献 9)で論じた損傷確率に対応する。 

 式(2)で算定された任意の供用年数 t i年における年損傷

確率 pfa ( t i )を用いることで， t i 年までに地震により RC

構造物が損傷する確率 pf ( t i )は，式(4)により評価される。 
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本研究で提示する，地震ハザードと塩害環境ハザード

の両者を同時に考慮した RC 構造物のライフタイムにわ

たる耐震信頼性評価法の概要を図－1 に示す。図－1 に

示すように，提案手法は，1) 塩害環境ハザード曲線に基

づいて，任意の供用年数における鉄筋質量減少率の確率

分布を評価し，当該質量減少率に対応する RC 部材の終

局変位 C および履歴復元力特性を評価する部分，2) 地

震ハザード曲線に基づいて，1)で評価された履歴復元力

特性を有する RC 構造物の動的解析により，RC 部材の最

大応答変位 D を評価する部分，3) 1)と 2)で評価された RC

部材の最大応答変位 D と終局変位 C の大小関係から，RC

部材が限界状態に到達するか否かを判断し，任意の地震動

強度に対する条件付損傷確率(D>C となる確率であり，D

と C がともに供用年数に依存することから，この条件付

損傷確率も時間依存となる)としてフラジリティ曲線を作

成する部分，4) 地震ハザード曲線と，フラジリティ曲線

により，任意の供用年数までに一度でも RC 構造物が地震

により損傷する確率を式(2)～式(4)に基づいて評価する部

分，の各種要素技術を体系化することで構成されている。 
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図－1 地震ハザードと塩害環境ハザードの両者を考慮した RC 構造物のライフタイムにわたる耐震信頼性評価法
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RC 構造物のライフタイムにわたる累積損傷確率 pf の評価
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 鉄筋質量減少率20%以下の特定の鉄筋質量減少率にお

ける耐震信頼性を議論していた参考文献 9)とは異なり，

式(2)に示したように，本手法では，任意の鉄筋質量減少

率に対応する鉄筋腐食の可能性を考慮しなければなら

ない。鉄筋質量減少率が大きくなると，鉄筋の伸びが低

下し，軸方向鉄筋の座屈発生前に，軸方向鉄筋の破断が

生じる可能性がある。正負交番荷重を受ける，鉄筋腐食

が生じた RC 部材の軸方向鉄筋の破断点を解析的に求め

るためには，今後の実験事実の蓄積が必要である。本研

究では，現在入手可能な既往の実験事実に基づいて，こ

の軸方向鉄筋の破断を考慮した耐震信頼性評価を試み

る。以下では，塩害環境ハザード曲線に基づいて鉄筋質

量減少率の確率分布を評価する部分と，鉄筋腐食が生じ

た RC 部材の耐震解析法について詳述する。 

2.2 鉄筋質量減少率の評価法 

鉄筋質量減少率の評価は，1) 塩害環境ハザード曲線に

基づいて，環境作用の厳しさを定量的に評価する部分，

および 2) 環境作用に対する構造部材の応答，すなわち

腐食進展を評価する部分の大きく 2 つに分けられる。 

塩害環境ハザード曲線では，対象地点における平均風

速や海風比率，海岸線からの距離に応じて，海洋からの

飛来塩分量の超過確率として，塩害環境が定量的に評価

される。ここでは，海岸線からの距離により減衰する飛

来塩分量の予測や，解析対象地点の風速の予測に伴う不

確定性が考慮される。解析対象構造物に塩分が飛来した

後の塩化物イオンの浸透，あるいは鉄筋腐食発生や腐食

ひび割れの発生，さらには，その後の鉄筋腐食進展につ

いては，それらの予測に伴う種々の不確定性を考慮し，

参考文献9)で提示した手法に基づいて評価する。そして，

任意の供用年数における鉄筋質量減少率 cw(t i)の確率分

布を得る。cw(t i)の大きさは，塩害環境，コンクリートの

水セメント比やかぶり，また鉄筋径などに依存し，その

バラツキの程度は，cw(t i)の評価に関係する個々の確率変

数が持つ変動係数(標準偏差)により決定される。 

2.3 鉄筋腐食が生じた RC 部材の耐震解析法 

 鉄筋腐食が進展するとともに，軸方向鉄筋の伸びが低

下し，正負交番載荷を受ける RC 部材では，軸方向鉄筋

の座屈発生前にその破断が生じる可能性がある。本研究

では，この影響を考慮するため，参考文献 10)に示され

る実験データに基づき，軸方向鉄筋の破断ひずみ rup を

質量減少率 cw の関数として，式(5)のように与える。 

)091.0exp(29.0 wrup c  (5) 

 引張側の最外縁軸方向鉄筋のひずみが式(5)で評価さ

れる破断ひずみに到達したとき， RC 部材の塑性ヒンジ

部の曲率u,rup は，式(6)で表すことができる。 

n
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rupu xd 



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ここに，d は断面の有効高さ，xn は圧縮縁から中立軸ま

での距離である。 

 参考文献9)に基づいて評価される軸方向鉄筋の座屈発

生時曲率をu,bucと表すと，終局曲率uは，軸方向鉄筋の

破断時曲率および座屈発生時曲率のいずれか小さい方

の曲率として，式(7)のように与えられる。 

},min{ ,, rupubucuu    (7) 

式(7)により与えられる終局曲率u を参考文献 9)と同

様に仮定した曲率分布に基づき終局変位へと変換し，鉄

筋腐食が生じた RC 部材のじん性を評価する。RC 部材の

履歴復元力特性を決定するために必要となる曲げ耐力

や剛性の評価法は，参考文献 9)と同様である。 

 なお，参考文献 9) において，提案した耐震解析モデ

ルの精度検証に用いた全供試体(供試体総数：27 体，軸

方向鉄筋の質量減少率：0～21.5%，帯鉄筋の質量減少

率：0～74.9%)を対象として，軸方向鉄筋の破断時曲率

u,rup を算定した。いずれの供試体においても，u,rup は軸

方向鉄筋の座屈発生時曲率 u,bucよりも大きく，実験事実

と同様に，終局変位が軸方向鉄筋の座屈発生で決定され

ることを確認している。なお，後述の信頼性評価例に示

されるように，塩害環境の厳しい地域では，u,rup の大き

さが耐震信頼性の経時変化に影響を与える。本研究の第

一の目的は，地震ハザードと塩害環境ハザードの両者を

同時に考慮したライフタイムにわたる耐震信頼性評価

法の構築にあるが，今後，そこで用いる耐震解析法，特

に鉄筋質量減少率が大きい場合の付着劣化の影響を含む

RC 部材の耐荷力やじん性評価法の高度化が必要である。 

 

3. RC 橋脚のライフタイムにわたる耐震信頼性評価 

3.1 解析対象とする RC 橋脚 

2.で提案した手法を単柱式 RC 橋脚の信頼性評価に適

用する。解析対象とする RC 橋脚は，現行の道路橋示方

書 11)に従って耐震設計された表－1 に示す諸元を有する

RC 橋脚である。普通ポルトランドセメントの使用を想

定し，水セメント比は W/C=45%，軸方向鉄筋は D32，

コンクリート表面と最外縁軸方向鉄筋の中心間距離は

100mm とした。なお，以降に示す RC 橋脚の耐震信頼性

の評価例は，橋軸方向のみを検討対象とする。 

3.2 想定する建設地点と地震および塩害環境ハザード 

異なる地震および塩害危険度が RC 橋脚のライフタイ

ムにわたる耐震信頼性に及ぼす影響を検討するため，表

－1 に示す諸元を有する RC 橋脚が，酒田市の海岸線か

表－1 解析対象 RC 橋脚の諸元 

断面

幅 
断面

高さ

橋脚

高さ

軸方向 
鉄筋比 

横拘束筋 
体積比 

橋軸方向

固有周期

5.3m 3.4m 15m 0.93 0.53 0.57sec 
 耐震設計上の地盤種別：I 種地盤 
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らの距離 d=0.1km 地点，舞鶴市の d=0.1km 地点，福岡

市の d=1.0km 地点の 3 地点にあることを想定する。 

本研究では，各 3 地点において，J-SHIS12)で公開され

ている工学的基盤での最大速度を地震動強度の指標と

した，50 年超過確率 p50 で評価された図－2 に示す地震

ハザード曲線を用いる。図から明らかなように，この例

題で対象とする 3 地点の中では，福岡の地震危険度が最

も高く，舞鶴と酒田は同程度の地震危険度である。なお，

式(3)を用いて条件付年損傷確率を評価するためには，年

超過確率で評価された地震ハザード曲線が必要である。

いずれの 3 地点についても，再現期間の長い内陸の活断

層の寄与により地震ハザードがほぼ決定されているこ

とから，近似的にポアソン過程を用いて式(8)により年超

過確率 p1を評価した。 
501

501 )1(1 pp   (8) 

 以上の地震ハザードに対応させた生起確率付地震動

群については参考文献 13)と同様に与える。続いて，対

象とする 3 地点において評価した塩害環境ハザード曲線

を図－3 に示す。舞鶴と酒田の対象地点は，ともに海岸

線からの距離が 0.1km と同一でありながら，冬季の厳し

い季節風の影響のため，舞鶴よりも酒田の方が塩害環境

は厳しく評価される。また，建設地点が福岡の場合は，

海岸線からの距離を 1.0km と設定したこともあり，塩害

環境は相対的に穏やかである。 

3.3 鉄筋質量減少率の経時変化 

 各解析対象地点において，任意の供用年数における鉄

筋質量減少率の確率分布を評価し，それらに基づいて算

定した鉄筋質量減少率の平均値と標準偏差のそれぞれ

を供用年数との関係として，図－4および図－5に示す。 

 図－3 の塩害環境ハザード曲線からも容易に予想され

るように，塩害環境ハザード曲線がより上方にある地点，

すなわち塩害環境が厳しい地点ほど，当然ながら，同一

の供用年数において生じる鉄筋質量減少率は大きい。ま

た，図－4 に示した平均値と図－5 に示した標準偏差と

を比較すると，標準偏差の方がはるかに大きい。これは，

参考文献 9)に示されているように，例えば見かけの拡散

係数のモデル化誤差を表す確率変数((実験値)/(見かけ

の拡散係数の算定式から得られる計算値)から統計量を

評価)の変動係数は 184%であるなど，鉄筋腐食進展評価

に用いるいずれの確率変数も大きな変動係数を有して

いるためである。 

3.4 フラジリティ曲線 

解析対象 RC 橋脚に対して，任意の鉄筋質量減少率を

想定し，鉄筋腐食が生じた RC 橋脚の耐震信頼性評価に

係る各種不確定性を考慮した上で，前記した入力地震動

群を用いた動的解析に基づくモンテカルロ・シミュレー

福岡 

舞鶴 

酒田 

工学的基盤における最大速度(m/sec)

50
年
超
過
確
率

 

図－2 地震ハザード曲線 12) 
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図－3 塩害環境ハザード曲線 
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ション(以降，MCS と呼ぶ)によりフラジリティ曲線を算

定した。解析結果の一例を図－6 に示す。条件付年損傷

確率に影響の大きい地震動強度領域で離散的に条件付

損傷確率を算定し，それらの分布を対数正規分布の累積

分布関数で近似したものを示している。なお，離散的に

算定された条件付損傷確率と対数正規分布の累積分布

関数の対応は良好であることを確認している。また，

MCS の試行回数は 5,000 回であるが，試行回数をこれ以

上増やしても，式(2)で評価される年損傷確率は変化しな

いことを確認している。 

図－6 に示すように，鉄筋質量減少率が 20%を超過す

ると，条件付損傷確率が急激に大きくなっている。これ

は，鉄筋質量減少率 30程度を境にして，より低い鉄筋

質量減少率では軸方向鉄筋の座屈発生で決定されてい

た終局変位が，軸方向鉄筋の破断で決定されるようにな

ることと，式(5)に示すように，軸方向鉄筋の破断ひずみ

は鉄筋質量減少率が大きくなるほど，指数関数的に小さ

くなることに起因している。なお，式(2)により年損傷確

率を算定する際は，各鉄筋腐食量が生じる確率を考慮する。

各鉄筋腐食量が生じる確率は，塩害環境ハザードに依存し

ている。例えば，塩害環境が厳しくない場合には，大きな

鉄筋腐食量が生じる確率は相当に小さくなり，軸方向鉄筋

の破断を考慮した耐震解析法を用いても，それを考慮しな

い場合と大差のない年損傷確率が得られることになる。 

3.5 耐震信頼性の経時変化 

 各解析対象地点において，任意の供用年数における鉄

筋質量減少率の確率分布を考慮して式(2)により年損傷

確率を評価し，それらを式(4)に代入して得られる累積損

傷確率を図－7 に示す。なお，各図中には，式(9)より求

められる，RC 橋脚のライフタイムにわたって鉄筋腐食

が生じないと仮定した(式(1)により算定される pfa0 を用

いた)場合の任意の供用年数 t i 年における累積損傷確率

pfs も併せて示している。 

it
fais ptpf )1(1)( 0  (9) 

 図－7 に示されるように，図－1 のフローに従うこと

で，地震ハザードと塩害環境ハザードの両者を考慮した

耐震信頼性(累積損傷確率)の経時変化を予測すること

ができる。供用開始直後は，地震危険度により RC 橋脚

の耐震信頼性の大きさが決定されるが，その後は，RC

橋脚が置かれる塩害環境の厳しさの程度を反映して累

積損傷確率は変化する。我が国の沿岸部に建設されるRC

橋脚の安全性に影響を与える主たるハザードは，地震と

塩害であるが，本研究で提示したフローを用いることで，

その両者を同時に考慮した安全性評価が実現される。ま

た，今回の耐震信頼性の評価例では，相対的に地震危険
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図－7 供用年数と累積損傷確率の関係 
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度が低い地点ほど，鉄筋腐食を考慮しない場合に対する

鉄筋腐食に伴う累積損傷確率の増加度合が大きくなっ

ている。このことは，鉄筋腐食の影響を考慮すると，そ

れが RC 橋脚の耐荷性能やじん性を低下させ，引いては

構造物の安全性に及ぼす影響が，地震危険度の低い地域

でより顕在化することを意味している。この要因につい

ては，鉄筋腐食が進展して，図－6 のようにフラジリテ

ィ曲線が左方へと移動することで，条件付年損傷確率に

影響を与える地震動強度領域についても，より小さい方

へと移動することに起因している。図－2 の地震ハザー

ド曲線からも明らかなように，フラジリティ曲線が左方

へと同じだけ移動すれば，地震ハザード曲線の超過確率

の変化幅としては，地震危険度が低い地点の方が相対的

に大きくなるためである。 

本研究で提示した手法を用いることで，例えば，かぶ

りやコンクリートの品質(水セメント比など)が RC 構造

物のライフタイムにわたる耐震信頼性に及ぼす影響を

種々の不確定性の存在を陽に考慮した上で定量的に明

示できる。また，既存構造物を対象とする場合には，許

容される損傷確率の大きさ 14)と比較することで，補修・

補強の実施時期を決定するための判断材料となる。この

ように，地域毎の地震危険度と塩害環境の厳しさに応じ

た RC 構造物の設計や維持管理を本手法は可能にする。 

 

4. まとめ 

 本研究で得られた結論を以下に示す。 

1) 海洋からの飛来塩分の作用を受ける RC 構造物を対

象として，地震ハザードと塩害環境ハザードの両者

を同時に考慮した RC 構造物のライフタイムにわた

る耐震信頼性評価法の枠組みを構築した。 

2) RC 橋脚のライフタイムにわたる耐震信頼性は地震

ハザードと塩害環境ハザードの両者の影響を大き

く受けるため，これらを適切に設計段階で考慮する

必要があることを示した。相対的に地震危険度の低

い地域であっても，鉄筋腐食進展の可能性を考慮す

ると，鉄筋腐食が RC 橋脚の耐荷力やじん性の低下

をもたらし，引いては耐震信頼性の減少がより顕著

に表れることを示した。 
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